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非核化達成のための要因分析と技術的プロセスに関する研究 

― リビアの事例調査 ― 

 

日本原子力研究開発機構 核不拡散・核セキュリティ総合支援センター 
玉井 広史、田崎 真樹子、清水 亮、木村 隆志、中谷 隆良、須田 一則  

 

（2021 年 12 月 2 日受理） 

 

2018 年度から開始した「非核化達成のための要因分析と技術的プロセスに関する研究」

の一環で、リビアの核開発及び非核化の事例を調査し、その非核化の特徴を分析した。 
リビアについては、独裁者カダフィ氏が革命による政権奪取後の 1970 年台初頭から国内

支持基盤の確立とアラブ社会における地位の確保を目指して大量破壊兵器（WMD）の開

発・取得に関心を寄せているとの疑惑があり、米英の諜報機関も注視していたとされるが、

その実態については長らく国際社会に明らかにされていなかった。 
1980 年代に入り、同国のテロ支援及び航空機テロの実行に対する国際社会の制裁強化に

より、経済が疲弊し社会混乱に陥っていたことは、2000 年代初頭に WMD 開発を断念し非

核化を決断した一因と考えられる。この決断を促した要因には、経済制裁に加え、ほぼ同

時進行していたイラク戦争により、同様に WMD を志向していたイラクのフセイン体制の

崩壊を目の当たりにしたことや、ドイツ船籍の船舶が米国の臨検を受けた際、リビアによ

る遠心分離機資機材の秘密裏の調達が暴かれ動かぬ証拠を握られたことが挙げられる。リ

ビアの非核化プロセスの進行は早かったが、これは、リビアが非核化の決断を反故にして

核開発に逆戻りすることを阻止するという米英をはじめ国際社会の意思に加え、米英等の

非核化プロセスのメイン・プレイヤーの役割分担が明確化されていたこと、リビアサイド

は独裁者の一存で物事が決められたこと、更には、イラクの事例が見せしめ的な効果をも

たらしたことが奏功したと考えられる。非核化の検証には国際原子力機関（IAEA）が中

心的な役割を果たした。当時、包括的保障措置協定を締結していたリビア国内における全

ての関連施設・活動を検認するため、追加議定書の署名を同国に促すとともに、批准前の

段階から、リビアの積極的な協力を得て、補完的なアクセスに加えて、追加議定書で認め

られている以上の活動も行って、リビアの核開発計画の全容を解明することに成功した。 
核物質及び関連資機材等のリビア国内からの撤去とその検証により、リビアの非核化は

成功裏に終了したが、その成功の要因には、上述したほかにリビアの科学技術力が未発達

で、自前の開発及び秘密裏に調達した資機材を活用する能力がなかったことも検証の結果、

判明している。こうした国際社会の成功体験から、リビアの事例は非核化の良好事例とさ

れており、様々な教訓を引き出すことができる。一方で、非核化後に起きた民主化運動に

よりカダフィ政権は打倒されていることから、そこまでの一連の流れを俯瞰した場合は、

国際社会の圧力に屈した指導者の悲惨な末路、との反面教師的な教訓を他国の独裁者に植

え付けた可能性も考えられる。リビアの非核化の事例から得られる様々な教訓は、プラス

とマイナスの両面の効果を総合的に眺めることにより、将来の非核化のプロセスに向けて

役立てることができよう。 
 

本部： 〒319-1184 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1  
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As a part of "Research on Factor Analysis and Technical Process for Achieving 
Denuclearisation", investigation on Libya’s cases of nuclear development and 
denuclearisation, and analysis of its characteristics have been conducted. 

Libya had been suspected that dictator Qadaffi had an interest in the acquisition of weapons 
of mass destruction (WMD) since early 1970s after his revolution. US and UK intelligence 
were focusing on Libya’s situation; however, actual status was not revealed for a long time. 

In 1980s, Libya faced to economic exhaustion due to sanctions from the international 
community against Libya's supporting terrorism. Libya decided to abandon WMD 
development and its denuclearisation in early 2000s. Several factors to prompt Libya’s 
decisions can be highlighted; economic sanctions; witnessing regime collapse of President 
Hussein due to Iraq War who aimed at WMD; revealing secret procurement of centrifuge 
equipment through the inspection of German-flagged ships by US. Libya’s denuclearisation 
was rapidly implemented to prevent Libya from reverting to nuclear development through 
well-coordinated roles among main players, quick decisions by Libyan side, and warning 
effect of Iraqi case. International Atomic Energy Agency (IAEA) played a central role in the 
verification of all related facilities and activities in Libya. Through safeguards activities 
beyond those permitted by Additional Protocol (AP), IAEA evaluated the whole Libya's 
nuclear programme. The denuclearisation was successfully completed by removal of nuclear 
materials and related equipment from Libya. It was also revealed that Libya’s technological 
capabilities had not well developed to utilize procured materials and equipment.  

Libya’s case is regarded in the international community as a good practice of 
denuclearisation. On the other hand, Qadaffi administration was overthrown by the 
democratisation movement that occurred after denuclearisation. It might be understood as a 
miserable end of the leader who succumbed to the pressure of the international community. 
Therefore, dictators in other countries might perceive him as a bad example. Various lessons 
learned from Libya’s denuclearisation case could be useful for the future denuclearisation 
process by comprehensively taking positive and negative effects into account. 
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1. はじめに 

一口に非核化といっても、その対象国毎に、置かれた地政学的状況や経済、技術水準が相違し、当該

国の核開発の動機、非核化の決断に至る経緯、非核化のプロセス等は、千差万別である。そうした中に

あって、非核化の成功事例と見られているリビアのケースからは、非核化において考慮すべき事項等、他

の非核化事例への処方箋の提供が期待できるのではないか、との意図のもとに、リビアにおける非核化

の事例調査と要因分析を実施した。事例は基本的に公開情報に基づいて調査を行い、適宜分析を加え

た。 
2 章では「秘密裏の核開発とその発覚」として、リビアの核兵器取得の動機、原子力導入と秘密裏の核

開発の経緯、闇の核関連資機材調達ルートであるカーン・ネットワークとの関わり、国際社会から科された

制裁、核開発の発覚について時系列を踏まえてまとめる。3 章では、核開発の発覚を受けた「非核化のプ

ロセス」に焦点を当て、主要国・機関の役割分担、核物質及び関連資機材等の撤去、非核化の検証、リ

ビアの非核化の動機と得られた対価、リビアの非核化の特徴について論じた後、非核化の要因をまとめ、

最後に 4 章において、今後の核問題の解決に向けた教訓を考察する。 
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2. 秘密裏の核開発とその発覚 

2.1 核兵器取得の動機 

リビアの核開発の動きは 1969年にカダフィ氏がクーデターによって政権を奪取した直後から始まったと

される[1]。核開発の目的は、カダフィ氏自らが述べたところによれば、「イスラエルが原爆を保有しアラブ

諸国を標的にしているため、アラブ人は存在を守るために核兵器（アラブの核爆弾）を製造・取得する権

利を有する」ことであった[1]。また、それにより自らをアラブの大義を守護するものと位置付けて、アラブ諸

国内における発言権と指導的地位を確保するとともに、国内的にはクーデター直後で必ずしも政権基盤

が安定ではない状況下で、国内の支配体制を強固なものとすることを企図していたと考えられている[1,2]。 
このように、クーデターによる政権奪取から一連の核開発まで主導したカダフィ氏は国外の脅威を利用

して自らの地位の確立に成功したわけであるが、そうした核開発の動機を個別の政治リーダーの信念に

着目した研究に、興味深い分析がある。それによると、『抵抗的ナショナリスト（oppositional nationalist）と
呼ばれる国家指導者は、対外的な敵の存在によって脅威や威信を醸成し、戦略的な計算に基づかずに

核兵器への希求を高めるため、国内外に核開発に対する様々な障害があってもその考えを撤回しない

傾向が強い』（ジャックハイマンズ仮説）としている[3]。 
以上のような歴史的背景及び指導者の性向分析から鑑みて、カダフィ氏自身の地位の保全とリビアの

相対的な地位向上が核開発の大きな動機と考えられよう。 

2.2 原子力導入及び秘密裏の核開発 

リビアの核開発計画の発覚後に実施された国際原子力機関（IAEA）の検認活動により、リビアの核開

発の全容が明らかにされたが、その概要は次のとおりである[4]。 
リビアの原子力導入は旧ソ連の支援を受けて実施され、1979 年にリビア初の研究炉 IRT-1(10 MWt)が

完成し、1981 年に運転を開始した。この後、同炉における研究・訓練・運転・管理はソ連の協力の下に実

施された。並行して 1981年から 1985年にかけて加圧水型軽水発電炉 VVER-440(440 MWe)の調達をソ

連と協議したが、こちらは合意に至らず導入されなかった。 
前後して 1978 年から 1981 年に隣国ニジェールよりウラン精鉱 2,263 MT を輸入している。1985 年には

イエローケーキ約 100 kg をソ連に送りウラン酸化物及びウランフッ化物に転換してリビアへの返送を受け

ている。また、1983 年から 1989 年にかけて未申告施設においてウラン転換を試みているが六フッ化ウラ

ン（UF6）の製造には至らなかった。 
設備・技術に関しては、1982 年、ベルギーの会社よりウラン精鉱・転換用施設の基本設計情報を入手

したほか（建設には至らず）、1986 年には日本の会社から仲介者を経由して移動式ウラン転換施設を調

達し、四フッ化ウラン（UF4）、酸化ウラン、ウラン金属の製造施設の建設を企図した（稼働に至らず）。また、

1980 年代半ばから終わりにかけて燃料製造・再処理技術の獲得を目指し、パイロット再処理施設の設計

情報の調達を画策したが、技術情報及び関連資機材の調達は不首尾に終わっている。ウラン濃縮につ

いては、1980 年代初頭に関連活動を開始した。これは、リビアの技術者が、外国人専門家の協力を仰い

でガス遠心分離機の開発を試みたものである。リビアは、10年以上にわたりウラン濃縮技術の確立を秘密

裏に画策したものの、1992 年にこの外国人専門家がリビアを離れると共に開発は頓挫し、結局、遠心分

離機の製造には至らなかった。原子力資機材の闇市場として知られるいわゆるカーン・ネットワークとの接

触も早くから行われ、1980 年代から 1990 年代にかけ、初期のウラン濃縮機材である L-1 型ガス遠心分離

機の取得を試み、設計文書と部品の提供を同ネットワークから受けている。1990 年代後半には、L-1 型の

完成品と大量の部品を取得し、更に 2000年代初頭には L-1型の後継機種である L-2型ガス遠心分離機

の部品を大量に入手したが、いずれも遠心分離機のカスケードの完成には至らなかった（2.3 に詳述）。 
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リビアが国際原子力機関（IAEA）との間で包括的保障措置協定（CSA: Comprehensive Safeguards 
Agreement）を締結したのは 1980 年であり、これはソ連が IRT-1 の提供と引き換えにリビアに対して核兵

器不拡散条約（NPT）加入と IAEA との CSA の締結を要求したことによる。上述した一連の核活動は

IAEAに未申告であったことから、リビアは、秘密で核計画を進行させていたことになる。しかしながら、リビ

アの核開発においては、国内の科学技術基盤の脆弱性から熟練した技術者が少なく、殆どが資機材の

供給元任せであり、核計画の進展度が低かったことも IAEA によって明らかにされている[4]。 
リビアの核開発の全貌については、核開発発覚後の IAEA 及び米英等の検認及び検証によって明ら

かにされた。これらは、原子炉、核物質、転換、濃縮、核兵器の多岐の分野にわたっており、詳細は、3.4 
非核化の動機と対価に記載した。 

2.3 カーン・ネットワークとの関わり 

リビアは、後にパキスタンの核兵器開発の父と称され、闇市場カーン・ネットワークの中心人物となる A. 
Q. カーン氏が最初に接触した国の一つとされている。1984年にカーン氏はリビアに関連資機材の最初の

売り込みを図ったが、同国は資金力・技術力の両面からハードルが高すぎると判断してこれを断っている 
[1,4]。1989 年から 1991 年にかけて再度の接触が行われ、パキスタンにおける第一世代型の L-1 型遠心

分離機の技術情報を取引し、設計情報や部品の一部がリビアに届けられた。しかし、1992 年に採択され

た対リビア制裁の国際連合の安全保障理事会（国連安保理）決議（表 1 参照）により、リビアは同ネットワ

ークとの取引を履行できなくなり、リビアが発注した資機材の殆どを実際に調達できなかった。 
1995年 7月には核関連活動の再活性化を図ってガス遠心分離機によるウラン濃縮を計画し、再度ネッ

トワークに接触して L-2 型遠心分離機技術の調達を画策した。その結果、1997 年、組み立て前の L-2 型

遠心分離機 20 基と L-1 型遠心分離機 200 基分の部品の調達に成功した。 
また 2000 年 9 月には UF6入りの小型シリンダー2 個と L-2 型遠心分離機 2 基を入手し、更に 1 万基の

追加発注を行うなど、調達を拡大させていった。このほか、2001 年後半から 2002 年初頭にかけて、核兵

器の設計・製造関連の技術文書も同ネットワークから入手した。 
このように、カーン・ネットワークにとってリビアは大口の顧客であったが、カーン氏は、「イラン・北朝鮮

が有する経験豊かな科学者・技術者に比べ、リビアには科学的な基礎もなければ工業を支える社会基盤

も整備されておらず、パキスタン自身の核開発に匹敵する規模のインフラ整備が必要である」と判断した

とされている[5]。 

2.4 国際社会からの制裁 

リビアは反イスラエル・反米の政策を掲げ、世界の各地におけるテロ行為を支援しているという疑いをも

たれていたが、それが明確に判明したのが 1988 年 12月 21 日に発生したパンアメリカン航空 103 便の爆

破事件であった。このテロ事件では英国スコットランドのロッカビー村上空にて爆破された同機の搭乗者

及び墜落に巻き込まれた住民合わせて 270 名が死亡し、その後の調査で同事件はリビア政府の関与の

下で実行されたことが明らかとなった。更に、1989 年 9 月 19 日、ニジェールのサハラ砂漠上空にて、フラ

ンス UTA 航空 772 便が爆破され、搭乗者 170 名全員が死亡するテロ事件も発生した。この事件も後に、

リビアのイスラム過激派が関与していたことが判明した[6]。 
事件への関与が明らかとなってからもリビア政府は事件の調査に非協力的であったため、1992 年 1 月、

国連安保理は決議第 731 号を発してパンアメリカン機と UTA 機へのテロ攻撃を非難し、リビア政府がそ

の責任を認め容疑者の引き渡しやテロリズムの撲滅に係る要請に応じることを求めた。しかしリビアは、容

疑者が国内で裁判中であることを理由に引き渡しに応じなかったため、1992 年 3 月の安保理決議第 748
号によって、具体的な航空機の運航に対する制限、軍あるいは警察装備の供給禁止、外交スタッフの活
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2. 秘密裏の核開発とその発覚 

2.1 核兵器取得の動機 

リビアの核開発の動きは 1969年にカダフィ氏がクーデターによって政権を奪取した直後から始まったと

される[1]。核開発の目的は、カダフィ氏自らが述べたところによれば、「イスラエルが原爆を保有しアラブ

諸国を標的にしているため、アラブ人は存在を守るために核兵器（アラブの核爆弾）を製造・取得する権

利を有する」ことであった[1]。また、それにより自らをアラブの大義を守護するものと位置付けて、アラブ諸

国内における発言権と指導的地位を確保するとともに、国内的にはクーデター直後で必ずしも政権基盤

が安定ではない状況下で、国内の支配体制を強固なものとすることを企図していたと考えられている[1,2]。 
このように、クーデターによる政権奪取から一連の核開発まで主導したカダフィ氏は国外の脅威を利用

して自らの地位の確立に成功したわけであるが、そうした核開発の動機を個別の政治リーダーの信念に

着目した研究に、興味深い分析がある。それによると、『抵抗的ナショナリスト（oppositional nationalist）と
呼ばれる国家指導者は、対外的な敵の存在によって脅威や威信を醸成し、戦略的な計算に基づかずに

核兵器への希求を高めるため、国内外に核開発に対する様々な障害があってもその考えを撤回しない

傾向が強い』（ジャックハイマンズ仮説）としている[3]。 
以上のような歴史的背景及び指導者の性向分析から鑑みて、カダフィ氏自身の地位の保全とリビアの

相対的な地位向上が核開発の大きな動機と考えられよう。 

2.2 原子力導入及び秘密裏の核開発 

リビアの核開発計画の発覚後に実施された国際原子力機関（IAEA）の検認活動により、リビアの核開

発の全容が明らかにされたが、その概要は次のとおりである[4]。 
リビアの原子力導入は旧ソ連の支援を受けて実施され、1979 年にリビア初の研究炉 IRT-1(10 MWt)が

完成し、1981 年に運転を開始した。この後、同炉における研究・訓練・運転・管理はソ連の協力の下に実

施された。並行して 1981年から 1985年にかけて加圧水型軽水発電炉 VVER-440(440 MWe)の調達をソ

連と協議したが、こちらは合意に至らず導入されなかった。 
前後して 1978 年から 1981 年に隣国ニジェールよりウラン精鉱 2,263 MT を輸入している。1985 年には

イエローケーキ約 100 kg をソ連に送りウラン酸化物及びウランフッ化物に転換してリビアへの返送を受け

ている。また、1983 年から 1989 年にかけて未申告施設においてウラン転換を試みているが六フッ化ウラ

ン（UF6）の製造には至らなかった。 
設備・技術に関しては、1982 年、ベルギーの会社よりウラン精鉱・転換用施設の基本設計情報を入手

したほか（建設には至らず）、1986 年には日本の会社から仲介者を経由して移動式ウラン転換施設を調

達し、四フッ化ウラン（UF4）、酸化ウラン、ウラン金属の製造施設の建設を企図した（稼働に至らず）。また、

1980 年代半ばから終わりにかけて燃料製造・再処理技術の獲得を目指し、パイロット再処理施設の設計

情報の調達を画策したが、技術情報及び関連資機材の調達は不首尾に終わっている。ウラン濃縮につ

いては、1980 年代初頭に関連活動を開始した。これは、リビアの技術者が、外国人専門家の協力を仰い

でガス遠心分離機の開発を試みたものである。リビアは、10年以上にわたりウラン濃縮技術の確立を秘密

裏に画策したものの、1992 年にこの外国人専門家がリビアを離れると共に開発は頓挫し、結局、遠心分

離機の製造には至らなかった。原子力資機材の闇市場として知られるいわゆるカーン・ネットワークとの接

触も早くから行われ、1980 年代から 1990 年代にかけ、初期のウラン濃縮機材である L-1 型ガス遠心分離

機の取得を試み、設計文書と部品の提供を同ネットワークから受けている。1990 年代後半には、L-1 型の

完成品と大量の部品を取得し、更に 2000年代初頭には L-1型の後継機種である L-2型ガス遠心分離機

の部品を大量に入手したが、いずれも遠心分離機のカスケードの完成には至らなかった（2.3 に詳述）。 
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動制限等を行う制裁が採択された。制裁の追加は続き、1993 年 11 月の決議第 883 号を採択し、基金・

財務資源の凍結、原油・天然ガスの輸送に係る資機材等の提供を禁止した。一連の制裁は、2003年9月
に採択された決議第 1506 号によって解除されるまで約 10 年にわたって続き、リビア経済を疲弊させるこ

ととなった。リビアに科された安保理制裁の概要を表 1 にまとめた。 
加えてリビアに対しては米国独自の制裁が科されていた。米国は 1979 年にリビアをテロ支援国家に指

定し、武器売却規制をはじめ 20 以上の制裁措置をとっていたが、一連の航空機爆破事件以降更に制裁

を強化し、1996 年に成立したイラン・リビア制裁法によってイラン及びリビアの石油開発に投資した個人・

企業に対する金融制裁も実施することとなった[6]。 
以上が、リビアの非核化が開始される前に同国が国際社会から科されていた制裁の概要であるが、何

れもリビアによる長年のテロ支援、航空機爆破テロの実行と調査等への非協力に対するものであり、同国

の核開発を理由としたものではなかった。 
 
こうした航空機テロ事件に対する国連安保理の経済制裁に関する決議、及びテロ支援等に対して米国

から科された経済制裁の双方が相まって、リビアの重要な国家収入源であり、収入額の 75%に達する石

油輸出が激減してリビア経済は深刻な影響を受け、手厚い福祉制度と教育制度の提供が困難になるな

ど国民生活に深刻な支障が出ていた。また、国内の社会・経済の疲弊に伴ってイスラム過激派勢力が台

頭し、カダフィ政権にとっては欧米よりも国内のテロ組織との対抗が大きな課題となってきた。こうした国内

状況からカダフィ政権は 1999 年に、国際社会との和解を目指して、国内にかくまっていたテロ組織のグ

ループを追放すると共に、航空機テロの責任を正式に認めて両事件の遺族に対する賠償と実行犯の引

き渡しを行った。これにより、2003 年 9 月に対リビア安保理決議（テロ関連）の全面解除により国際的な経

済制裁は解かれたものの、米国は、リビアの WMD 問題が解決されない限り米国の制裁は解除されない

旨をリビアに伝えており、リビアが国内の経済を立て直すためにはテロ支援及び国際社会から疑いをもた

れていた WMD 開発計画からの決別が必要であった。 
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動制限等を行う制裁が採択された。制裁の追加は続き、1993 年 11 月の決議第 883 号を採択し、基金・

財務資源の凍結、原油・天然ガスの輸送に係る資機材等の提供を禁止した。一連の制裁は、2003年9月
に採択された決議第 1506 号によって解除されるまで約 10 年にわたって続き、リビア経済を疲弊させるこ

ととなった。リビアに科された安保理制裁の概要を表 1 にまとめた。 
加えてリビアに対しては米国独自の制裁が科されていた。米国は 1979 年にリビアをテロ支援国家に指

定し、武器売却規制をはじめ 20 以上の制裁措置をとっていたが、一連の航空機爆破事件以降更に制裁

を強化し、1996 年に成立したイラン・リビア制裁法によってイラン及びリビアの石油開発に投資した個人・

企業に対する金融制裁も実施することとなった[6]。 
以上が、リビアの非核化が開始される前に同国が国際社会から科されていた制裁の概要であるが、何

れもリビアによる長年のテロ支援、航空機爆破テロの実行と調査等への非協力に対するものであり、同国

の核開発を理由としたものではなかった。 
 
こうした航空機テロ事件に対する国連安保理の経済制裁に関する決議、及びテロ支援等に対して米国

から科された経済制裁の双方が相まって、リビアの重要な国家収入源であり、収入額の 75%に達する石

油輸出が激減してリビア経済は深刻な影響を受け、手厚い福祉制度と教育制度の提供が困難になるな

ど国民生活に深刻な支障が出ていた。また、国内の社会・経済の疲弊に伴ってイスラム過激派勢力が台

頭し、カダフィ政権にとっては欧米よりも国内のテロ組織との対抗が大きな課題となってきた。こうした国内

状況からカダフィ政権は 1999 年に、国際社会との和解を目指して、国内にかくまっていたテロ組織のグ

ループを追放すると共に、航空機テロの責任を正式に認めて両事件の遺族に対する賠償と実行犯の引

き渡しを行った。これにより、2003 年 9 月に対リビア安保理決議（テロ関連）の全面解除により国際的な経

済制裁は解かれたものの、米国は、リビアの WMD 問題が解決されない限り米国の制裁は解除されない

旨をリビアに伝えており、リビアが国内の経済を立て直すためにはテロ支援及び国際社会から疑いをもた

れていた WMD 開発計画からの決別が必要であった。 
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2.5 秘密裏の核開発の発覚 

2002 年秋、イスラエル政府から「リビアはイラクから多数の核物理学者を受け入れて、共同で核開発を

実施している」との情報提供がイスラエルのメディアに対して行われ[8]、2003 年 1 月には、米国中央情報

局が「リビアは核計画のインフラを拡張し、生物・化学兵器を開発している」との見解を公表した。これに対

してリビア外務大臣は同月、「リビアは NPT署名国であり、WMD計画も有していない」と強調してこれらの

疑惑を否定した。更に同年 3 月、ロンドンに留学中のカダフィ氏の子息が英国政府の情報当局員と接触

し、「リビアが WMD 計画を有しているとのうわさを払拭したい」とのカダフィ氏の意向を伝え、英国はこれ

を米国に伝達した。これを受けて、米英の情報機関は WMD 計画の全容解明と破棄のための協議をリビ

アと開始し、技術専門家チームのリビアへの訪問を原則合意したものの、リビアはその受け入れに消極的

で日程の決定に至らず、核開発計画についても明らかにはなっていなかった（米国の分析によれば、こ

の時点でのカダフィ政権の思惑は米国側の感触を探りとるべき道を模索するもので、WMD 廃棄の意思

決定は下していなかった）。こうした中で同年 10 月 3 日、ドイツ船籍の BBC-China 号が地中海にて米国

による臨検を受けた際、積み荷の中にリビア向けのウラン濃縮の遠心分離機の部品（カーン・ネットワーク

がマレーシアで製造したもの）があることが判明し、これがリビアの秘密裏の核開発計画に関する動かぬ

証拠となり、非核化への動きが一気に進むこととなった[2]。なお、この臨検は、米国がブッシュ（子）政権

の下で推進した「拡散に対する安全保障構想（PSI: Proliferation Security Initiative）」の枠組みの中で、遠

心分離機の部品がリビアに輸送されることを察知して実施されたもので、予め米英仏間で実施方法に対

する協議が行われていた。同月 7日、米英はリビアに対して、この臨検による遠心分離機の部品の発見を

証拠に同国のウラン濃縮計画を追及し、長らくペンディングとなっていた米英技術専門チームの受け入

れを即刻認めさせた。

同チームは同月 19-29 日に第 1 回、同年 12 月 1-12 日に第 2 回のそれぞれリビア訪問を実施し、この

結果、リビアは、核兵器計画の存在、ガス遠心分離用 UF6 の供給材料の海外調達、化学兵器の材料の

製造等の事実を認めた。更に、リビアは、米英が事前に把握していなかった関連施設、カーン・ネットワー

クからの核兵器設計情報の入手についても情報を提供すると共に、WMD 計画の検証のため、IAEA 及

び化学兵器禁止機関（OPCW: Organization for the Prohibition of Chemical Weapons）による査察の受け

入れを表明した。同年 12月 16日、米英は、リビア政府がWMD計画について発表すべき声明文とWMD
破棄のためにとるべき措置について協議を行い、次のように要求した。

- 核計画に関わる全ての資機材の撤去（平和利用を含む）：遠心分離機及び部品・関連資機材、ウ

ラン化合物及び核物質、ウラン転換用資機材、関連書類

- IAEA との追加議定書（Additional Protocol: AP）の署名・履行 

- 化学兵器・生物兵器：あらゆる化学剤・兵器・資機材の廃棄、化学兵器禁止条約の締結 

- 射程 300 キロ以上の全てのミサイルの撤去 

同月 19 日、リビアは WMD の存在を認めそれらを撤去する明確な意思を示した WMD 廃棄宣言を表

明した。米英両国は、リビアの同宣言を評価する一方で、同国が非核化の決定を覆すことを懸念し、迅速

に非核化を進める必要性を強調した。
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3. 非核化のプロセス 

3.1 非核化の役割分担 

2003 年 12 月 20 日、IAEA のエルバラダイ事務局長とリビア人民委員会のマトゥーク氏の会談におい

て、マトゥーク氏は大量破壊兵器に係る物資・設備・計画の破棄をリビアが決定した旨を通告した[9]。この

通告によると、リビアは 10 年以上にわたってウラン濃縮の技術開発を行ってきており、そのため、天然ウラ

ン、遠心分離・転換設備を輸入し、パイロット規模の遠心分離施設を建設（通告時点ですでに解体）した

とのことであった。また、それらの活動の一部は IAEA 保障措置協定に基づいて申告されるべきものであ

ったが申告されず、また、リビアの濃縮計画は開発の初期であり産業規模の施設には至っておらず濃縮

ウランも生産されていないとも語った。これを受けて、同月 22 日、IAEA は、近々、技術専門家チームをリ

ビアに派遣し、同国における過去・現在のあらゆる核活動に関する詳細な検認プロセスを開始する旨を

表明した[9]。 
2004 年 1 月、IAEA、米国及び英国は協議を行い、リビアの大量破壊兵器破棄に係るそれぞれの役割

を協議し、米国及び英国は関連する設備・資材・機微な物品のリビア国外への搬出、IAEA は NPT の下

での核検認（リビア-IAEA 間で締結されている CSA に基づく核物質の検認）をそれぞれ担当すること、そ

れらの実施に当たっては互いに調整しつつ迅速に進めることを合意した[10]。また、ロシアは、ソ連時代よ

りリビアに対し研究炉燃料として高濃縮ウランを含む核物質を提供していたことから、米国エネルギー省

の資金提供の下で安全と拡散のリスクに対処するトライラテラル・イニシアティブ（ロシア設計の原子炉で

同国外にあるものからの新燃料及び使用済燃料の返還を実施する米国-ロシア-IAEA の協力計画）の下

で参加することとなった [11]。 
なお、核不拡散の観点から、リビアから提供された核弾頭の設計情報は、IAEA 査察官に対しては共

有されなかった。 
米政府内の役割分担は次のとおりであった。 

- エネルギー省（DOE）国家核安全保障庁（NNSA）：核兵器廃棄関連の業務 
- 国防総省（DOD）：軍用機による最重要貨物の航空輸送 
- 国務省（DOS）：対外オペレーションの調整、予算措置、外交的課題 
- 国防総省（DOD）国防脅威削減局（DTRA）：化学兵器・弾道ミサイルの廃棄を監督 

3.2 資機材の撤去 

2004 年 1 月、米英は WMD 廃棄計画を立案し、リビア側と合意した。この計画に基づいて、関連資機

材の撤去が以下のように 2 段階で実施された。 
 第 1段階（2004年 1月中）：2月のメッカ巡礼の開始までに、最優先の機微貨物を航空機にてリビ

ア国外へ搬送（17パレット分の貨物約 25 トンを米軍輸送機に積載、最終的に米国オークリッジの

Y-12 サイトにて保管[2]） 
- 遠心分離機ローター（パキスタンが設計したもの） 
- ウラン化合物 
- WMD 関連の書類 
- ミサイルのガイダンスセット（5 基） 

 第 2 段階（2004 年 3 月 1 日～3 月中旬）：メッカ巡礼の終了後に、優先度の低い大量の貨物を貨

物船にてリビア国外に搬出（1000トン分の貨物、最終的にオークリッジのY-12サイトにて保管[2]） 
- 遠心分離機の部品 
- 部分的に組立てられたウラン転換のための施設 
- 特殊マルエージング鋼 
- ミサイル（5 基）及び移動式発射台 
- ミサイル部品 

JAEA-Review 2021-073

- 8 -



 

- 9 - 

DOE がまとめた、リビア国外に搬出あるいは同国内で廃棄した貨物のリストは以下のとおりである[2]。 
- UF6（1.8 トン） 
- 研究炉（IRT-1）用 HEU 
- ウラン転換のための組立て式施設 
- L-1 型遠心分離機（20 基及び追加で 200 基分の部品の大半） 
- L2 型遠心分離機（2 基及び 1 万基分相当の大量の部品） 
- マルエージング鋼（35 トン：L2 型遠心分離機のローター製造用） 
- フローフォーミング・マシーン（2 台） 
- 核弾頭設計情報 
- ミサイルと移動式発射台（最初にガイダンス・セットを撤去） 
- 化学兵器（3000 発：化学剤の在庫） 

 
遠心分離機等の機微な原子力関連部品は米国に移送され、オークリッジ国立研究所にて保管された

[2]。また、トリポリ郊外の Tajura原子力研究センター（TNRC）において IRT-1炉と臨界施設の使用のため

に貯蔵されていた兵器級の高濃縮ウラン（濃縮度 80%の新燃料で、燃料集合体には 13 kgの U-235を含

有）の撤去に際しては、同燃料が 1980 年代に旧ソ連から供給されたものであったため、トライラテラル・イ

ニシアティブの下でロシアへ空輸し、その後 LEU 燃料として利用された。IAEA は HEU の輸送及び撤去

に際し監視と検認を実施した。 
以上により、交渉開始の 2003 年 12 月からからわずか 4 ヶ月で WMD 計画の廃棄の大半を完了した。

但し、化学兵器の廃棄は専用施設の建造が必要であることから、リビア内戦で一時中断し、その完了は

2014 年 1 月となった。 

3.3 非核化の検証 

リビアの IAEA 保障措置協定締結の経緯は以下のとおりである。 
1980 年 7 月 8 日  CSA 発効（INFCIRC/282） 
2004 年 3 月 10 日 AP 署名（INFCIRC/282/Add.1） 
2006 年 8 月 11 日 AP 発効 
 

2003年の時点でリビアは IAEAとの間で CSAを締結していたが、APは未署名であった。しかし、IAEA
の検認を前に 2003年 12月 29日、リビアは、IAEAに対し APの規定を超える無制限のアクセス権（IAEA
が要請する場所への無制限の立入り）を与えた旨が 2004 年 2 月の IAEA 理事会に報告された[12]（のち

にリビアが署名した AP 17 条 b 項に ‘Libya may, at any date before this Protocol enters into force, declare 
that it will apply this Protocol provisionally.’ と規定されている）。 

2004 年 1 月、IAEA の技術専門家チームは未申告の核活動に関連したリビア国内の 9 ヶ所のサイトを

訪れ、未申告の核物質、設備、施設、及び活動に対する検認のため試料の収去、環境サンプリング等を

実施した。また、核兵器及び遠心分離技術に詳しい専門家を含む IAEA査察チームは検認プロセスを継

続し、機微な核物質及びコンポーネントの在庫（inventory of sensitive nuclear components and materials）
を確認して封印を行い、更に IAEAの監視下で米英が機微な物品（sensitive items）の撤去を行った[13]。
この初期の段階で、核兵器開発に直結する機微な物品の殆どは国外に搬出されたため、以後はリビアの

非核化が確実に達成されたことを明らかにするための検認活動が主なミッションとなった。そこで、引き続

き、査察チームはリビアが申告した原子力関連施設全てについて検認を実施した。 
同年 3月の IAEA理事会で、リビアにおける検認活動が報告されたが、その中に、同国から申告された

核開発関連のサイトとして図 1 に示すものが記載されている。 
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3. 非核化のプロセス 

3.1 非核化の役割分担 

2003 年 12 月 20 日、IAEA のエルバラダイ事務局長とリビア人民委員会のマトゥーク氏の会談におい

て、マトゥーク氏は大量破壊兵器に係る物資・設備・計画の破棄をリビアが決定した旨を通告した[9]。この

通告によると、リビアは 10 年以上にわたってウラン濃縮の技術開発を行ってきており、そのため、天然ウラ

ン、遠心分離・転換設備を輸入し、パイロット規模の遠心分離施設を建設（通告時点ですでに解体）した

とのことであった。また、それらの活動の一部は IAEA 保障措置協定に基づいて申告されるべきものであ

ったが申告されず、また、リビアの濃縮計画は開発の初期であり産業規模の施設には至っておらず濃縮

ウランも生産されていないとも語った。これを受けて、同月 22 日、IAEA は、近々、技術専門家チームをリ

ビアに派遣し、同国における過去・現在のあらゆる核活動に関する詳細な検認プロセスを開始する旨を

表明した[9]。 
2004 年 1 月、IAEA、米国及び英国は協議を行い、リビアの大量破壊兵器破棄に係るそれぞれの役割

を協議し、米国及び英国は関連する設備・資材・機微な物品のリビア国外への搬出、IAEA は NPT の下

での核検認（リビア-IAEA 間で締結されている CSA に基づく核物質の検認）をそれぞれ担当すること、そ

れらの実施に当たっては互いに調整しつつ迅速に進めることを合意した[10]。また、ロシアは、ソ連時代よ

りリビアに対し研究炉燃料として高濃縮ウランを含む核物質を提供していたことから、米国エネルギー省

の資金提供の下で安全と拡散のリスクに対処するトライラテラル・イニシアティブ（ロシア設計の原子炉で

同国外にあるものからの新燃料及び使用済燃料の返還を実施する米国-ロシア-IAEA の協力計画）の下

で参加することとなった [11]。 
なお、核不拡散の観点から、リビアから提供された核弾頭の設計情報は、IAEA 査察官に対しては共

有されなかった。 
米政府内の役割分担は次のとおりであった。 

- エネルギー省（DOE）国家核安全保障庁（NNSA）：核兵器廃棄関連の業務 
- 国防総省（DOD）：軍用機による最重要貨物の航空輸送 
- 国務省（DOS）：対外オペレーションの調整、予算措置、外交的課題 
- 国防総省（DOD）国防脅威削減局（DTRA）：化学兵器・弾道ミサイルの廃棄を監督 

3.2 資機材の撤去 

2004 年 1 月、米英は WMD 廃棄計画を立案し、リビア側と合意した。この計画に基づいて、関連資機

材の撤去が以下のように 2 段階で実施された。 
 第 1段階（2004年 1月中）：2月のメッカ巡礼の開始までに、最優先の機微貨物を航空機にてリビ

ア国外へ搬送（17パレット分の貨物約 25 トンを米軍輸送機に積載、最終的に米国オークリッジの

Y-12 サイトにて保管[2]） 
- 遠心分離機ローター（パキスタンが設計したもの） 
- ウラン化合物 
- WMD 関連の書類 
- ミサイルのガイダンスセット（5 基） 

 第 2 段階（2004 年 3 月 1 日～3 月中旬）：メッカ巡礼の終了後に、優先度の低い大量の貨物を貨

物船にてリビア国外に搬出（1000トン分の貨物、最終的にオークリッジのY-12サイトにて保管[2]） 
- 遠心分離機の部品 
- 部分的に組立てられたウラン転換のための施設 
- 特殊マルエージング鋼 
- ミサイル（5 基）及び移動式発射台 
- ミサイル部品 
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同年 5 月にリビアは AP で求められる冒頭申告を提出し、IAEA のコメントを踏まえて修正した。同年 8
月、IAEA は修正版を受け取り、AP に基づく 3 件の補完的アクセスを実施した（2004 年 9 月理事会報告）

[14]。 
検認活動の進捗状況は同年 3 月に引き続き、6 月、9 月の各理事会で、原子炉関連（重水製造施設、

核燃料サイクル施設の設計）、核物質関連（ウラン精鉱、UF6、その他のウラン化合物）、転換関連（実験

施設、大規模プラント）、濃縮関連（規模の異なるガス遠心分離機ごと）、他の核燃料サイクル関連（燃料

加工、再処理、ガラス固化の研究施設）、核兵器関連（核爆発装置の設計・製造）の 6 つの分野ごとに報

告された[12,14,15]。 
 

 
図 1 リビアが申告した原子力関連施設（所在地が判明したサイトは地図中に示した） 

（地図は「国・地域>アフリカ>リビア」（外務省）[16]を加工して作成） 
 
 

2004 年 2 月、エルバラダイ IAEA 事務局長は、検認の過程で判明したカーン・ネットワークとの関わり

について、ダボス世界経済フォーラムにおいて言及し、「イラン及びリビアの核計画の検認において発見

された『核の闇市場（nuclear black market）』は巧妙かつ複雑な闇市場の地下ネットワークであり、組織化

された犯罪カルテルと大きな相違がなく、多くの国の支援を得て、この複雑なネットワークの全体像をつか

み、総力をあげて不法移転に対抗する必要がある」とした[17]。 
 

リビアにおける保障措置実施の進捗の最新情報は、2004 年から 2007 年まで IAEA の保障措置実施

報告書（SIR: Safeguards Implementation Report）にも記載され理事会に提供された。そして、2008 年 9 月

理事会において、リビアの核開発に係る検認活動を総括し、未申告核物質・活動、及び核兵器開発関連

活動等が存在しないことを報告し[4]、一連の検認活動は終了した。 
リビアの核計画に対する IAEA の検認結果を表 2 にまとめる。 
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ls）

で
実

施
、

ウ
ラ

ン
導

入
せ

ず
 

・
20

03
年

に
最

初
の

検
認

、
20

04
年

に
施

設
へ

の
CA

を

実
施

し
、

部
品

表
面

及
び

建
物

内
の

環
境

サ
ン

プ
ル

を
徴

取
し

、
分

析
の

結
果

、
ウ

ラ
ン

処
理

の
兆

候
が

な
い

こ
と

を

確
認

・
設

備
の

製
造

者
か

ら
の

情
報

、
仲

介
業

者
の

証
言

、
製

造

元
の

国
の

当
局

者
か

ら
の

情
報

を
判

断
し

て
、

ウ
ラ

ン
転

換
施

設
の

取
得

を
図

っ
た

リ
ビ

ア
の

証
言

は
IA

EA
の

調

査
と

一
致

す
る

・
こ

の
実

験
に

関
す

る
リ

ビ
ア

の
申

告
と

の
矛

盾
は

見
出

せ

な
か

っ
た

と
結

論
す

る

20
04

年
に

規
格

化
さ

れ

た
部

品
全

体
を

米
国

に

移
送

4.
濃

縮
関

連
L-

1
型

ガ
ス

遠
心

分
離

機
 

（
19

80
年

代
～

19
90

年
代

初

頭
）

カ
ー

ン
・
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

か
ら

設
計

文
書

と
部

品
を

提
供

さ
れ

た
が

、
禁

輸
制

裁
の

た
め

国
内

に
届

か
な

か
っ

た
と

報
告

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
関

係
者

へ
の

聴
き

取
り

、
出

荷
記

録
、

製
造

元
の

情
報

、
現

物
の

目
撃

証
言

等
か

ら
、

リ
ビ

ア
の

報
告

は
矛

盾
が

な
い

と
結

論
す

る

L-
1

型
ガ

ス
遠

心
分

離
機

 
（

19
97

年
） 

[申
告

] 
- 2

0
台

の
完

成
品

と
20

0
台

分
の

部
品

を
取

得
 

- 核
物

質
を

用
い

た
試

験
は

未
実

施
 

・
移

送
先

の
米

国
に

て
設

備
の

在
庫

を
分

析
、

リ
ビ

ア
の

申

告
の

完
全

性
を

確
認

・
環

境
サ

ン
プ

リ
ン

グ
に

よ
り

、
A

l H
as

ha
n（

図
1

の
サ

イ
ト

A
）
の

試
験

エ
リ

ア
及

び
部

品
か

ら
低

濃
縮

及
び

高
濃

縮

ウ
ラ

ン
を

検
出

し
た

が
、

こ
れ

は
設

備
供

給
元

の
パ

キ
ス

タ

L-
1、

L-
2の

部
品

・
設

備

は
全

て
米

国
に

移
送
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表
2 

リ
ビ

ア
の

核
計

画
に

対
す

る
IA

EA
の

検
認

 （
3/

3）
 

対
象

物
リ
ビ

ア
の

対
応

IA
EA

の
検

認
、

結
論

 
処

分

ン
に

由
来

す
る

と
の

リ
ビ

ア
の

主
張

は
IA

EA
の

調
査

と
一

致
す

る
旨

結
論

す
る

L-
2

型
ガ

ス
遠

心
分

離
機

及
び

U
F 6

の
小

シ
リ

ン
ダ

ー
（

20
00

年
）

[申
告

] 
- 合

計
1

万
台

を
発

注
し

た
う

ち
の

相
当

数
の

部

品
を

受
け

取
っ

た
が

ロ
ー

タ
ー

が
含

ま
れ

て
い

な
か

っ
た

- 
大

量
破

壊
兵

器
の

破
棄

計
画

に
基

づ
い

て
殆

ど
を

20
03

年
ま

で
に

移
送

 

・
部

品
の

ス
ト
ッ

ク
に

対
す

る
調

査
と

環
境

サ
ン

プ
ル
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取

を

行
っ

た
結

果
、

組
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て
・
試

験
を

行
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た
形
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か
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た
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ビ
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及
び
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2型

の
図

面
は

欧

州
の

初
期

設
計

と
類

似
し

、
イ

ラ
ン

で
見

か
け

た
P-

1、
P-

2
型

と
共

通
の

特
徴

を
有

す
る

5.
他

の
核

燃
料

サ
イ

ク

ル
関

連

燃
料

加
工

、
再

処
理

、
ガ

ラ
ス

固
化

に
関

す
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計
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を
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シ
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文
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IA
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に
提
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・
核

兵
器

の
開

発
・
加

工
を

可
能

に
す
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情
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取
得

に
向

け
た
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体

的
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措
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は
取

っ
て
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い
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明

・
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術
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観
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し

た
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施
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を
調
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・
軍

関
係

の
研
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所

・
工

場
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ス
タ

ッ
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に
対

す
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聴
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取
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を
実

施

・
リ
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ア

は
、

核
兵

器
の

部
品

を
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・
製
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す

る
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適
し
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能
力

に
な

い
こ

と
を

結
論

す
る

・
リ

ビ
ア

で
は

核
兵

器
開

発
に

関
連

し
た

活
動

の
兆

候
も

見

出
し

て
い

な
い

関
連

文
書

は
、

IA
EA

の

封
印

の
下

で
、

英
国

・
米

国
に

保
管

さ
れ

た
。

（
注

）
遠

心
分

離
機

は
、

リ
ビ

ア
で

は
L-

1、
L-

2、
パ

キ
ス

タ
ン

で
は

P-
1、

P-
2、

イ
ラ

ン
で

は
IR

-1
、

IR
-2

と
称

す
る

が
、

そ
れ

ぞ
れ

同
一

の
型

で
あ

る
。
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3.4 非核化の動機と対価 

国内の支配体制固め、あるいはアラブ諸国内での指導的地位の確立を企図して、独裁者であるカダフ

ィ氏の意向により実施されていた核開発計画であったが、開始から数十年の間、大量の核物質や資機材

等を調達したものの、思惑どおりに核開発が進捗しない状況であった。一方、WMD 計画疑惑がもとで科

されていた経済制裁により、リビア国内情勢は窮乏を極めていたことから、WMD 計画の破棄の一環とし

てうまく進んでいない核開発を放棄することはハードルが低く[2]、それと引き換えに、米国からの経済制

裁の解除という恩典を得られる[2]ことは非核化への大きなインセンティブとなったであろう。更に、2003 年

3 月に開始された多国籍軍によるイラク戦争により、同じく WMD の取得を試みたとされる同国のサダム・

フセイン体制が短期間に瓦解したことに対し、カダフィ氏自らも同じ運命をたどりたくない旨を米英の調査

団に語ったとされている[2]。サダム・フセイン氏の逮捕から 5 日後の同年 12 月 19 日に、リビアは WMD
廃棄宣言により全ての核物質を米国に差し出すことを表明したことも、体制の崩壊に対する恐怖感を示し

ていると言えよう。同年 10 月の BBC China 号の臨検により核開発のための秘密の資機材調達という動か

ぬ証拠を突き付けられたことが直接の契機となったが、その後の速やかな非核化への転換にはこのような

国内外の様々な状況が大きな動機となったと考えられる。

実際に、リビアが非核化に応じたのち、米国は米国輸出入銀行がリビアに対する輸出への支援を行う

ことを許可するなど、制裁措置の殆どを解除し、疲弊していたリビア経済は快方に向かい、リビア国内の

社会情勢は小康状態を得るに至っている[18]。 

3.5 リビアの非核化の特徴 

リビアの核開発計画は、長期にわたって秘匿されながらも大きな進捗がなかったこと、非核化の決定か

らその実施まで関係国・機関の緊密な連携によって速やかに進められたこと、当事国のリビアが協力的な

姿勢にあったこと、非核化後の不可逆性も確保されたことなど、様々な要素が非核化の成功事例と称され

る所以と考えられる。改めて、その特徴をまとめると以下のようになろう。

・核開発計画の疑惑がありながらその動きに対する歯止めがうまく働かず、顕在化には船舶の臨検

による動かぬ証拠の発見が契機となったこと（WMD 計画に関しては事前にカダフィ氏の子息から

情報提供があったが、資機材の押収が核開発計画の直接的な証拠となった）

・長期にわたる核開発計画の進行により、核物質・資機材の調達は様々なルートを経由して多岐に

わたったが、リビア国内の科学的基盤及び人材の不足により、核技術の進捗度は低くエンジンニリ

ングの知見の欠如から、核兵器の取得には遠く及ばなかったこと

・核開発計画の露見後、関係国・機関の緊密な協力のもとで速やかに非核化のプログラムが立案さ

れ実施に移されたこと

・経済制裁が奏功して、非核化の実施に対しリビアが協力的であったこと

・イラク戦争がほぼ同時進行で起こり、WMD 計画を強行することの代償としての指導者の末路に見

せしめ的な効果があったこと

・核兵器開発の動機が、指導者個人の性格や思考によるところが大きかったため、一旦非核化を決

断した後の政策転換が容易であったこと

以上のように、様々な要素が絡み合って実現に成功したのが、リビアの非核化といえよう。ただし、非核

化はリビアの WMD 計画破棄の一部であることから、テロ支援国家からの脱却及び民主体制への転換も
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含めた全体とみなした場合には、果たして全面的な成功と言えるのかの評価は相違すると考えられる。非

核化達成と核拡散阻止の事例ととらえた場合、制裁と交渉を通じてリビアの核保有の野心を断念させ、核

物質等関連資機材をすべて撤去させ、機微技術の拡散を防止したこと、核保有の野望を持つ国に対し、

核開発放棄による国際社会との関係正常化を示したことは、大成功とみなせるであろう。

一方、テロ支援国家からの脱却及び民主体制への転換ととらえた場合、確かにテロ支援国家からの脱

却には成功したものの、指導者であるカダフィ氏の失脚以降、リビア国内に民主化にはほど遠い混乱をも

たらし、地域の不安定と国際社会の懸念を招いたことから、非核化を求める側と受け入れる側の双方にと

って負の側面も存在するととらえることもできよう。また、国際社会の圧力に屈した指導者の悲惨な末路、

との反面教師的な教訓を世界各国の独裁者に植え付けた可能性も考えられる。そうした総合的な観点か

らは、リビア自体の非核化には成功したが、その事例を今後、他の懸念国に敷衍する観点からは成功と

みなせない、という判断もあり得よう。

しかしながら、非核化を求め、核不拡散を強化する観点からは、核物質及びその製造のための機材・

部品、機微技術に関する資料の完全な撤去と検証に際し、何れのプロセスにおいてもリビアの全面的な

協力のもとに短時日に行われたことは、非核化の成功例としての価値を些かも減じるものではないと言え

よう。

3.6 非核化の要因のまとめ 

以上のように分析を行ったリビアの非核化に関して、その要因を表 3 にまとめる。 
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表
3 

リ
ビ

ア
の

非
核

化
に

関
す

る
要

因
の

ま
と

め
 

核
兵

器
取

得
の

動
機

 
イ

ス
ラ

エ
ル

の
原

爆
保

有
、

ア
ラ

ブ
諸

国
を

標
的

に
し

て
い

る
こ

と
へ

の
対

抗
（
ア

ラ
ブ

の
核

爆
弾

）
 

 
国

内
の

支
配

体
制

及
び

ア
ラ

ブ
諸

国
内

の
指

導
的

地
位

の
確

立
 

非
核

化
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4. おわりに 

リビアの非核化から得られた知見について、現在あるいは将来の核問題の解決に敷衍しうる教訓を考

えたい。 
先ず、非核化の対価として、国内を疲弊させていた経済制裁の解除及び国際社会への復帰が見込め

ることを示したことは、リビアの核開発計画の破棄に対するインセンティブとして大きな効果をもたらしたと

考えられる。次に、非核化の決断からその実現まで、関係国・機関が緊密に連携し、カダフィ氏に非核化

の決定を覆す隙を与えることなく一気にスピード感を以って実施に当たったことである。変化の激しい国

際情勢下では、非核化の機運の高まりを逃さず一気に実行に移すことが重要であろう。 
一方、カダフィ氏自身は非核化後も指導者としての地位を保持したものの、その後に起こった民主化

運動を契機に欧米を中心とした軍事介入によって政権を打倒され悲惨な末路を辿っており、本人にとっ

ては必ずしも満足な成果とはならなかった。核開発を断念したにも拘わらず、最終的には欧米からの体制

保証を得られたわけではなかった。もし、核開発計画を手放さずに権威と権力の象徴として用いていれば、

政権を維持できたのではないか、との負のメッセージを発信する可能性もあながち否定できない。この点

については因果関係の精緻な分析と切り分けを行い、例えば経済制裁、国際社会への復帰に加えて、

国連安保理等の多国間の枠組みで体制保証等と引き換えに、非核化の決断を促すことも、特に独裁的

指導者、とりわけカダフィ氏の末路を既に見ている者に対してはインセンティブとして有効ではなかろうか。 
リビアの非核化において主要な観点と考えられる国際社会の一致した取組み、非核化がもたらす実利

の明確化、対象国による透明性の提供は、今後の他の国々の非核化に向けた良好事例となることを期待

したい。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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